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セクハラ問題が起きてしまった

[代表] 谷 靖介（東京弁護士会登録）
[事務所所在地]

東京都（日本橋）
千葉県（市川・津田沼・千葉・成田）
茨城県（鹿島）

〔東京弁護士会所属〕

リーガルケアニュース

問題職員の対策について

介護事業所では、人員基準をふまえたサービス提供責任者・介護福祉士・生活相
談員の独特な労務管理が必要とされます。
リーガルプラスでは、多くの事業者様から職員トラブルのご相談をお受けしてい
ます。
今回は、職員トラブルの典型的な事例について、ＱＡで解説をしました。

問題職員を辞めさせたい

Q．利用者や他の職員から評判がとても悪く、
仕事中の素行や態度が悪い職員がいます。管
理者としては、できれば辞めてもらいたいと
思っています。どのように辞めさせられます
か？解雇はできますか？

Ａ．その職員に対して、まずは、上司・責任
者が主体となって業務改善指導、注意、命令
などを進めることが必要です。指導注意は書
面によるものとしましょう。
また、本人へ日報による改善実施を報告さ

せることや、研修の義務化なども必要です。
また、辞令による配置転換も考慮しましょ

う。
これら対処中に本人が退職意思を示した場

合、退職合意書の取り付けを行い、法的なト
ラブルの拡大を予防する必要があります。
強引な懲戒解雇は、解雇理由として不十分

で、トラブルの拡大や職員からの裁判を招く
こともあります。
懲戒解雇には丁寧な準備や解雇事由の積み

重ねが不可欠ですので、弁護士などの専門家
に相談をしてください。

Q．ある施設内の主任職員によって、新人職員
に対するセクハラ問題が起きてしまいました。
職場の懇親会時に、嫌がる職員に対して主任
が性的な発言を繰り返したというものです。
こうしたセクハラ問題が起きた場合、事業

者として、被害者である職員に責任を負うこ
とはありますか？また、どのように対処をす
べきでしょうか？

Ａ．セクハラの事前対策としては、相談窓
口・委員会・諸規定の整備・研修教育などが
重要となります。
そして、事業者は安全配慮義務に基づき、

セクハラ防止義務があり、セクハラ発生時に
は被害者の職員に対して、賠償義務を負う可
能性があります。
セクハラを見て見ぬフリをしたり、加害者

を組織で庇うようなことをすると問題が大き
くなるので、特に注意が必要です。
セクハラが起きた場合、被害者、加害者、

他の職員から丁寧にヒアリングを行い、事実
調査を行います。
そして、セクハラが事実の場合、被害者の

意向をふまえながら、加害者に対する懲戒処
分が必要となってきます。

裏面へ
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うつ病で欠勤を続ける職員への対処
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[発行・お問い合わせ]
弁護士法人リーガルプラス 東京法律事務所 事務局
TEL：03-4455-9129
（担当：岩本／電話受付時間：平日９：30～17：00）
〒103-0027 東京都中央区日本橋3-1-4 画廊ビル7階
https://www.legalplus-kigyohoumu.net/kaigo/

リーガルケアニュース

石川に生まれ、東京で幼少期を過ごす。1999年明治大学法学部卒業、2004年弁護士登録。日本弁護士連合会の
公設事務所プロジェクトに参加し、2005年、実働弁護士ゼロ地域の茨城県鹿嶋市に赴任。翌年には年間500名以
上の法律相談を担当し、弁護士不足地域での法務サービスに尽力する。弁護士法人リーガルプラスを設立し、複
数の法律事務所を開設し、介護医療事業への法務支援に注力。経営者協会労務法制委員会講師を務めるなど、講
演経験やメディア出演も多数。

弁護士法人リーガルプラス代表弁護士 東京弁護士会所属
谷 靖介（たに やすゆき）

Q．ある施設で働き始めて半年の職員が、「認
知症や要介護度４・５の利用者の身体介護で
ストレスが凄い」「仕事が原因でうつ病に
なった」と主張してきて、その職員の言い分
が記載されたメンタルクリニックの診断書が
提出されました。その後、一方的に欠勤を続
けています。このような事態にどうすればよ
いでしょうか。

Ａ．本人やメンタルクリニックの医師が仕事
を原因としたうつ病と主張していることと、
それが労災にあたるかどうかはイコールには
なりません。労災にあたるうつ病になるかど
うかは厚労省の認定基準などでも厳しい条件
が示されています。ストレートに業務起因性
によるうつ病だとの断定ができないことも多
いのです。
労災申請を希望した場合はそれを妨害する

ことは避けるべきですが、他方で、労災によ
るうつであることを前提とした対応もすべき
ではありません。このような場合、就業規則
の活用が重要となり、就業規則で事業者側の
指定する医師への診察を命じられるかもポイ
ントです。
そして、業務起因性が乏しいうつ病の場合、

休職処理を進め、自動退職の適用の説明や一
定の退職金支給による合意退職なども対策と
なります。

介護事業所の経営者・管理者さま向け
無料セミナーのご案内〔千葉開催〕

社労士・弁護士・保険代理店が
人事労務対策を解説！

「介護事業所 人事労務問題セミナー」

【セミナー内容】
《第1部》
介護事業者の助成金活用事例

（浅山社会保険労務士事務所代表 浅山雅人）
《第2部》
弁護士から見た介護事業の労務管理の

ポイント・トラブル予防や対策
(弁護士法人リーガルプラス代表 谷靖介)

《第3部》
介護事業特有の労務リスクに備える保険内容
（ほけんプラザエイプス株式会社執行役員・

営業本部長 岡本隆一郎）

【開催概要】
《船橋開催》
日時：9月26日（水）15:00～17:30
会場：クロス・ウェーブ船橋

《千葉開催》
日時：9月27日（木） 15:00～17:30
会場：千葉カンファレンスセンター

ご参加のお申込みは下記お問い合わせ先までご
連絡ください。

〔東京弁護士会所属〕


